
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名 株式会社 商船三井 上場取引所
9104 本社所在都道府県 東京都

問合せ先 責任者役職名 執行役員財務部長 TEL (03) 3587 - 7034
氏名 小西 一明 中間配当制度の有無 有

決算取締役会開催日 平成 13年 5月 18日
定時株主総会開催日 平成 13年 6月 27日

１． 13年 3月期の業績 (平成 12年 4月 1日～平成 13年 3月 31日）
(1) 経営成績 (百万円未満切捨)

% %
4.8 53.0

11.3 28.0

百万円 % 円　銭 円　銭 % % %
14,282 64.1 11.75 -    9.7 9.2
8,701 △ 4.8 7.08 -    6.1 4.9

(注) ①期中平均株式数 13年3月期 株 12年3月期 株
②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 配当状況

円　銭 円　銭 円　銭 百万円 % %
5.00 -      5.00 42.2
4.00 -      4.00 56.5

(注) 13年3月期期末配当金の内訳 記念配当 0円00銭 特別配当 0円00銭

(3) 財政状態

百万円 百万円 % 円　銭

27.5
25.4

(注) 期末発行済株式数 13年3月期 株 12年3月期 株

２． 14年 3月期の業績予想 （平成 13年 4月 1日～平成 14年 3月 31日）
売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

350,000 0.00 -    -    
700,000 -    7.00 7.00

円　銭

(参考）１株当たり予想当期純利益(通期） 17.42

平成13年5月18日

145,149

4.5

株主資本
当期純利益率

配当性向

1,229,410,445

株主資本
配当率

経常利益率当期純利益

12年3月期

13年3月期
12年3月期

21,000
中間期
通期

22,000
45,000

10,000

572,183

12年3月期

13年3月期

13年3月期
12年3月期

13年3月期

売上高 営業利益 経常利益

52,096
百万円

76.1
百万円
51,336

%

7.5

百万円
683,167
651,936 34,044 29,153 60.6

売上高
経常利益率

総資本

(年間)
1株当たり年間配当金

潜在株式調整後

１株当たり当期利益

１株当たり
当期純利益

118.06

東、大、名、1部、福、札

1,205,410,445 1,229,410,445

株主資本

149,110 123.70

4.0
3.44,917

コード番号

１株当たり株主資本株主資本比率

542,886

総資産

6,021

1,215,410,445

中間 期末
配当金総額



個別財務諸表等

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円
流 動 資 産 164,265 30.3 162,140 28.3 2,125

現 金 預 金 8,915 15,840 △ 6,925
営 業 未 収 金 66,650 57,857 8,793
短 期 貸 付 金 14,210 24,010 △ 9,800
立 替 金 4,400 4,297 103
有 価 証 券 3,292 5,047 △ 1,755
貯 蔵 品 8,422 8,629 △ 207
繰 延 及 び 前 払 費 用 39,027 32,430 6,597
代 理 店 債 権 7,909 6,243 1,666
繰 延 税 金 資 産 5,349 926 4,423
そ の 他 流 動 資 産 7,345 7,432 △ 87
貸 倒 引 当 金 △ 1,258 △ 574 △ 684

固 定 資 産 378,621 69.7 410,043 71.7 △ 31,422

（有形固定資産 ） ( 209,880 ) ( 38.7 ) ( 226,917 ) ( 39.7 ) ( △ 17,037 )
船 舶 126,370 130,840 △ 4,470
建 物 22,799 23,700 △ 901
構 築 物 機 械 装 置 837 1,052 △ 215
車 両 運 搬 具 174 168 6
器 具 備 品 578 720 △ 142

 土 地 58,284 58,869 △ 585
建 設 仮 勘 定 3 10,646 △ 10,643
そ の 他 有 形 固 定 資 産 833 919 △ 86

（無形固定資産 ） ( 5,175 ) ( 0.9 ) ( 5,160 ) ( 0.9 ) ( 15 )
無 形 固 定 資 産 5,175 5,160 15

（投　資　等 ） ( 163,564 ) ( 30.1 ) ( 177,965 ) ( 31.1 ) ( △ 14,401 )
投 資 有 価 証 券 79,145 92,553 △ 13,408
子 会 社 株 式 56,226 58,324 △ 2,098
長 期 貸 付 金 12,133 14,526 △ 2,393
長 期 前 払 費 用 288 416 △ 128
そ の 他 投 資 等 24,585 17,081 7,504
貸 倒 引 当 金 △ 8,814 △ 4,936 △ 3,878

資 産 合 計 542,886 100.0 572,183 100.0 △ 29,297

当 期 前 期
. 自己株式
有価証券に含まれる自己株式 百万円 百万円

( 株）　　　　（ 株）
投資有価証券に含まれる自己株式 百万円 百万円

( 株）　　　　（ 株）

. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円 百万円

. 偶　発　債　務
保　証　債　務　等 百万円 百万円

百万円 百万円

-        1,050,000

477,271
94,717連帯債務のうち他の連帯債務者負担額

（１） 　貸　借　対　照　表

8
46,229

215,262

金　　額

当　　　　期
増 減 金 額

金　　額

4

-        

主 な 貸 借 対 照 表 注 記 事 項

前　　　　期

構成比
(平成１2年3月31日現在）

構成比
(平成13年3月31日現在）

(資産の部）

科　　　目

18,378

103,915
439,739

208,780

250
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科　　　目

(負債の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円
流 動 負 債 216,901   40.0 223,082   39.0 △ 6,181

営 業 未 払 金 61,867    57,608    4,259
社 債 短 期 償 還 金 6,000      29,900    △ 23,900
短 期 借 入 金 52,193    68,436    △ 16,243
未 払 金 440         2,015      △ 1,575
未 払 法 人 税 等 13,647    2,067      11,580
未 払 費 用 3,658      3,181      477
前 受 金 49,138    48,619    519
代 理 店 債 務 5,896      5,957      △ 61
賞 与 引 当 金 2,453      2,622      △ 169
債 務 保 証 損 失 引 当 金 9,086      550         8,536
コマーシャル・ペーパー 10,000    -            10,000
そ の 他 流 動 負 債 2,520      2,122      398

固 定 負 債 176,874   32.5 203,952   35.6 △ 27,078

社 債 52,000    58,000    △ 6,000
長 期 借 入 金 112,902   134,957   △ 22,055
退 職 給 与 引 当 金 -            4,034      △ 4,034
退 職 給 付 引 当 金 4,199      -            4,199
繰 延 税 金 負 債 545         2,883      △ 2,338
そ の 他 固 定 負 債 7,227      4,076      3,151

 負 債 合 計 393,776   72.5 427,034   74.6 △ 33,258

（資本の部）

64,915    12.0 64,915    11.3 -             

51,806    9.5 51,304    9.0 502

資 本 準 備 金 43,886    43,886    -             
利 益 準 備 金 7,919      7,417      502

32,388    6.0 28,929    5.1 3,459

株 式 消 却 積 立 金 695         -            695
特 別 償 却 準 備 金 8,895      8,078      817
海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 5            6            △ 1
圧 縮 記 帳 積 立 金 906         587         319
圧縮記帳特別勘定積立金 -            147         △ 147
別 途 積 立 金 5,630      5,630      -             
当 期 未 処 分 利 益 16,255    14,479    1,776
（ う ち 当 期 純 利 益 ） ( 14,282    ) ( 8,701      ) ( 5,581 )

資 本 合 計 149,110   27.5 145,149   25.4 3,961
負 債 及 び 資 本 合 計 542,886   100.0 572,183   100.0 △ 29,297

増 減 金 額(平成13年3月31日現在） (平成１2年３月３１日現在）

当　  　 期 前　　　　期

法定準備金

剰余金

金　　額 構成比

資本金

金　　額 構成比
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増 減 金 額 増 減 率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

運 賃 27,551 6.1
貸 船 料 174,968 170,249 4,719 2.8
そ の 他 海 運 業 収 益 22,666 23,703 △ 1,037 △ 4.4

計 99.5 99.5 31,233 4.8
3,479 0.5 3,481 0.5 △ 2 △ 0.1

100.0 100.0 31,231 4.8

運 航 費 12,996 5.7
船 費 24,005 26,953 △ 2,948 △ 10.9
借 船 料 4,470 1.5
そ の 他 海 運 業 費 用 44,293 45,496 △ 1,203 △ 2.6

計 88.9 91.1 13,314 2.2
1,467 0.2 1,429 0.2 38 2.7

22,434 3.3 22,607 3.5 △ 173 △ 0.8
92.4 94.8 13,178 2.1

52,096 7.6 34,044 5.2 18,052 53.0

受 取 利 息 配 当 金 5,044 7,111 △ 2,067 △ 29.1
そ の 他 営 業 外 収 益 7,804 5,594 2,210 39.5

12,848 1.9 12,706 2.0 142 1.1

支 払 利 息 10,377 11,765 △ 1,388 △ 11.8
そ の 他 営 業 外 費 用 3,232 5,831 △ 2,599 △ 44.6

13,609 2.0 17,597 2.7 △ 3,988 △ 22.7
51,336 7.5 29,153 4.5 22,183 76.1

固 定 資 産 処 分 益 6,010 2,531 3,479
投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,045 3,731 314
子 会 社 等 清 算 益 1,578 -             1,578
退 職 給 付 信 託 設 定 益 11,647 -             11,647
傭 船 解 約 金 -            1,503 △ 1,503
特 別 修 繕 引 当 金 戻 入 -            451 △ 451
貸 倒 引 当 金 戻 入 -            100 △ 100

23,281 3.4 8,318 1.2 14,963 179.9

固 定 資 産 処 分 損 1,259 2,457 △ 1,198
投 資 有 価 証 券 売 却 損 3,359 5,358 △ 1,999
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 1,302 248 1,054
子 会 社 株 式 等 評 価 損 8,046 -             8,046
子 会 社 等 整 理 損 18,003 7,366 10,637
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 等 158 -             158
特 別 退 職 金 851 749 102
退職給付会計基準

変更時差異一時償却 16,222 -             16,222
退 職 年 金 過 去 勤 務 掛 金 -            5,442 △ 5,442
傭 船 解 約 金 1,453 1,205 248
合 併 に 伴 う 一 時 費 用 -            804 △ 804

50,657 7.4 23,633 3.6 27,024 114.3
23,960 3.5 13,838 2.1 10,122 73.1
16,438 2.4 4,286 0.7 12,152 283.5

△ 6,761 △ 1.0 850 0.1 △ 7,611 △ 895.4
14,282 2.1 8,701 1.3 5,581 64.1

1,973 0.3 1,479 0.2 494 33.4

株式消却積立金取崩額 5,304 -             5,304 -            
利益による自己株式消却額 5,304 -             5,304 -            

過年度税効果調整額 -            △ 1,107 △ 0.1 1,107 -            
税効果会計適用に伴う

諸準備金取崩額 -            5,405 0.8 △ 5,405 -            
16,255 2.4 14,479 2.2 1,776 12.3

617,892

295,081

593,854

金　　額

651,936

226,322239,318

648,454

当　期

［
至　平成13年 3月31日

前  期

］
自　平成12年 4月 1日

］

営業外収益 計

海 運 業 収 益

構成比

営　業　収　益

482,052

299,551

607,168

631,070

科   目

営業外費用 計

特　別　損　失

金　　額

一 般 管 理 費

営　業　外　収　益

営 業 利 益

そ の 他 事 業 費 用

営 業 費 用 計

683,167

当 期 純 利 益

特 別 利 益 計

（２）　損　益　計　算　書

その他 事 業 収 益

海 運 業 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

特　別　利　益

経 常 利 益

法人税等調整額

前 期 繰 越 利 益

営　業　費　用

営 業 収 益 計

当 期 未 処 分 利 益

特 別 損 失 計

679,687

営　業　外　費　用

454,501

［
自　平成11年 4月 1日
至　平成12年3月31日

構成比
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当　　　　期 前　　　　期

科　　　　　　　目 自　平成 12年 4月 1日 自　平成 11年 4月 1日

至　平成13年3月31日 至　平成12年3月31日

当 期 未 処 分 利 益 16,255              14,479                1,776
株 式 消 却 積 立 金 取 崩 額 695                  -                        695
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 1,761               1,666                  95
海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 取 崩 額 1                     1                        △ 0
圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 17                    9                        8
圧縮記帳特別勘定積立金取崩額 -                     147                     △ 147

合　　　　　　計 18,731              16,305                2,426

　これを次の通り処分します。

利 益 準 備 金 608                  501                     107
配 当 金 6,021               4,917                  1,104

（１株につき5円） （１株につき４円）
取 締 役 賞 与 金 60                    100                     △ 40
株 式 消 却 積 立 金 -                     6,000                  △ 6,000
特 別 償 却 準 備 金 2,092               2,484                  △ 392
海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 0 0 △ 0
圧 縮 記 帳 積 立 金 -                     328                     △ 328
次 期 繰 越 利 益 9,949               1,973                  7,976

（３）　 利　益　処　分　案

 　　　　　　　 百万円 　　　　　　　　百万円 　　　百万円

［ ［］ ］
増 減 金 額

合　　　　　　計 18,731              16,305                2,426
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（４）重 要 な 会 計 方 針 
 
 
１．有価証券の評価方法及び評価基準 
 

売買目的有価証券       時価法（売却原価は移動平均法により算定） 
子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 
その他有価証券        移動平均法による原価法 
自己株式           移動平均法による原価法 
 

２．デリバティブの評価方法及び評価基準は時価法によっております。 
 

３．たな卸資産の評価方法及び評価基準 
燃料油については移動平均法による原価法であり、その他船用品については個別法に

よる原価法であります。 
 
４．固定資産の減価償却方法については以下の方法によっております。 
 
  有形固定資産 
   船舶及び建物については定額法 
   その他の有形固定資産については定率法 
  無形固定資産 
   ソフトウェア以外の無形固定資産については、法人税法の規定に基づく減価償却と 
   同一の基準による定額法 
   自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)に基づく定額 
   法 
    
５．引当金の計上基準 
 

貸倒引当金      一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念 
           債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回 
           収不能見込額を計上しております。 
 
賞与引当金      従業員の賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち 
           当期の負担額を計上しております。 
 
退職給付引当金    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債 
           務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生して 
           いると認められる額を計上しております。 
           なお、会計基準変更時差異（16,222 百万円）については、当 
           期において一時償却しております。 
 
債務保証損失引当金  関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者 
           の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。 
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６．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は繰延

ヘッジ処理を行うものを除き、損益として処理しております。 
 

７．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

８．重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。 
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ等に関しては、特例処理を採用

しております。 
②主なヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段     ヘッジ対象 
    外貨建借入金    外貨建予定取引 
    為替予約      外貨建予定取引 
    金利スワップ    借入金及び社債 

③ヘッジ方針 
当社の内部規程である「市場リスク管理規程」及び「市場リスク管理要領」に基づ

き、個別案件ごとにヘッジ対象を明確にし、当該ヘッジ対象の為替変動リスク又は

金利変動リスクをヘッジすることを目的として実施することとしております。 
④ヘッジ有効性評価の方法 
原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間における、ヘッジ対象の相

場変動又はキャッシュフロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュフ

ロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎として有効性を判定しております。 

ただし、特例処理の要件を満たしている金利スワップ等については、ヘッジ有効性

判定を省略しております。 
 

９．海運業収益及び海運業費用の計上基準は航海完了基準によっております。 
 
10．支払利息につきましては原則として発生時に費用処理しておりますが、事業用の建設 
  資産のうち、工事着工より工事完成までの期間が長期にわたり且つ投資規模の大きい 
  資産については、工事期間中に発生する支払利息を取得原価に算入しております。 
  当期中に取得原価に算入した支払利息は 143 百万円でＬＮＧプロジェクトに投入 
  される船舶にかかるものです。 
 
11．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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（追加情報） 
 
(1) 退職給付会計 

当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」[企
業会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日]）を適用しております。 この結果、従来の方法に

よった場合と比較して、退職給付費用が 8,962 百万円増加し、経常利益は 162 百万円増

加、税引前当期純利益は 8,962 百万円減少しております。（ただし、退職給付信託設定益

11,647 百万円は当該影響額に含めておりません。） また、退職給与引当金及び企業年

金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示しております。 
 

(2) 金融商品会計 
当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」[企
業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日]）を適用しております。 この結果、従来の方法に

よった場合と比較して、経常利益及び税引前当期純利益は 751 百万円増加しております。 

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、売買目的有価証券は流動資産

の有価証券とし、それ以外は投資有価証券として表示しております。 これによる影響

はありません。 
なお、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。 
平成 12 年大蔵省令第 8 号附則第 4 項による当期末におけるその他有価証券に係る貸借

対照表計上額は 41,077 百万円、時価は 58,672 百万円、評価差額相当額は 10,908 百万円

及び繰延税金負債相当額は 6,686 百万円であります。 
 

(3) 外貨建取引等会計基準 
当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関す

る意見書」[企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日]）を適用しております。 この結果、

従来の方法によった場合と比較して、経常利益及び税引前当期純利益は 396 百万円増加

しております。 
 
 
 

（５） 有 価 証 券 関 係 
 
 
（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの） 
 
          貸借対照表計上額     時   価     差   額 
 
子会社株式       － 百万円      － 百万円      － 百万円 
 
関連会社株式     7,463 百万円     29,571 百万円    22,108 百万円 
 
 



1. リース物件の所有権が １.リース物件の取得価額相当額、減価償却 １.リース物件の取得価額相当額、減価償却
借主に移転すると認め 累計額相当額及び期末残高相当額 累計額相当額及び期末残高相当額
られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 取 得 減 価 償 却 期 末 取 得 減 価 償 却 期 末
価 額 累 計 額 残 高 価 額 累 計 額 残 高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

42,987 35,218 7,768 52,038 40,126 11,912

186 117 68 150 113 36

43,174 35,336 7,837 52,188 40,239 11,949

２.未経過リース料期末残高相当額 ２.未経過リース料期末残高相当額

1年内 5,043 百万円 1年内 6,419 百万円
1年超 11,425 百万円 1年超 16,278 百万円

合計 16,469 百万円 合計 22,698 百万円

３.当期の支払リース料、減価償却費相当額 ３.当期の支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 及び支払利息相当額

7,288 百万円 8,372 百万円
4,209 百万円 5,495 百万円

588 百万円 1,311 百万円

４.減価償却費相当額の算定方法 ４.減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零として、貸借対照表上の各科目の償却 零として、貸借対照表上の各科目の償却
方法に準じ、定率法または定額法によっ 方法に準じ、定率法または定額法によっ
ております。 ております。

５.利息相当額の算定方法 ５.利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相 リース料総額とリース物件の取得価額相
当額との差額を利息相当額とし、各期へ 当額との差額を利息相当額とし、各期へ
の配分方法については利息法によってお の配分方法については利息法によってお
ります。 ります。

２. オペレーティング・ 未経過リース料 未経過リース料
リース取引

1年内 1,870 百万円 1年内 4,112 百万円
1年超 4,072 百万円 1年超 2,208 百万円

合計 5,942 百万円 合計 6,320 百万円

（６） リース取引関係

器具備品 器具備品

期　　　別

項　　　目

その他

前　　　期

その他

当　　　期

支払利息相当額

支払リース料
減価償却費相当額
支払利息相当額

合計

支払リース料
減価償却費相当額

合計
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1.　部門別営業収益比較表

増減率

％

定 期 船 272,428 268,048 4,380 1.6

不 定 期 専 用 船 253,335 237,040 16,295 6.9

油送船/液化ガス船 145,582 135,539 10,043 7.4

そ の 他 8,341 7,826 515 6.6

小 計 679,687 648,454 31,233 4.8

3,479 3,481 △ 2 △ 0.1

683,167 651,936 31,231 4.8

2． 期中保有スロット数・支配コンテナ数

   平成13年3月期        平成12年3月期 増減

期中保有スロット数 TEU TEU 29,886 TEU ( 1.7% )

支配コンテナ数 TEU TEU △ 9,268 TEU ( -3.6% )

3． 当期中増加・減少船舶

＜増加＞ (船種） (船名) (取得年月)
LNG船 135 千M3（ﾀﾝｸ容量） 平成12年 7月

22 千M3（ﾀﾝｸ容量） 平成12年 10月
135 千M3（ﾀﾝｸ容量） 平成12年 10月

＜減少＞ (船種） (船名)       (売却又は持分譲渡年月)
鉱石船 197  (千重量K/T) 平成12年 4月
油送船 238  (千重量K/T) 平成12年 7月
油送船 238  (千重量K/T) 平成12年 9月
油送船 259  (千重量K/T) 平成12年 9月
撒積船 86  (千重量K/T) 平成13年 1月

4．平成14年３月期業績予想（通期）の前提
売上高 700,000 百万円 うち、定期船 290,000 百万円 41.43%

不定期専用船 255,000 百万円 36.43%
油送船/液化ｶﾞｽ船 145,000 百万円 20.71%
その他海運業 7,000 百万円 1.00%
海運業小計 697,000 百万円 99.57%
その他事業 3,000 百万円 0.43%

営業利益 52,000 百万円
経常利益 45,000 百万円
当期利益 21,000 百万円

前提 為替レート ￥115/US$ 燃料単価 US$140/MT

広洋丸

そ の 他 事 業

計 100.0

大鷹丸

スリヤ  サツマ

100.0

コスモプレアデス

［ ］

％

39.9

37.1

21.3

］

海

運

業

至　平成13年3月31日 至　平成12年3月31日

％

41.1

1.21.2

0.5

99.5

［

20.8

平成13年3月期　決算参考資料

金額 構成比 金額 構成比

当　　期 前　　期

自　平成 12年 4月 1日 自　平成 11年 4月 1日

増減金額部         門

1,765,080

36.4

99.5

0.5

百万円 百万円 百万円

1,735,194

259,571

筑波山丸

ディオーネ

エルエヌジージャマル

＊昨年度まではB/S的な観点より、「期末時点に保有し当社海運業収益の源泉となるスロット数」として「保有スロット数」を記載して
　 おりましたが、当期からP/L的な観点より、「当期間に運航した保有スロット数」として「期中保有スロット数」を記載しております。

250,303

アル　ジャスラ
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5.海運市況

不定期船運賃
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役員の異動（平成１３年６月２７日付） 
 

１．取締役 

（１）退任 

     （現）            （退任後の就任予定） 

    代表取締役   堀   憲 明  当社相談役 

    兼執行役員 

 

２．執行役員 

（１）昇格 

    常務執行役員  岡 本   豊 （現 執行役員）  

 

（２）新任 

    執行役員    羽 田 知 所 （現 技術部長） 

    執行役員    山 上 建 治 （現 不定期船部長） 

    執行役員    黒 石   真 （現 大阪支店長） 

    執行役員    貞 松 秀 幸 （現 Mitsui O.S.K. Lines (Asia) Ltd. 

                                            Managing Director) 

        執行役員    斎 藤 俊 樹 （現 物流事業室長） 

    執行役員    加 藤 敏 文 （現 経営企画部長） 

 

（３）退任 

      （現）             （退任後の就任予定） 

    常務執行役員  川 原 常 雄  九州急行フェリー株式会社 社長 

    常務執行役員  谷 口   誠  株式会社エム・オー・シップテック 社長 

    執行役員    高 橋   博  当社顧問  

    執行役員    濵   佳 昇  国際マリントランスポート株式会社 

                     常務取締役 

 

 

 

 

 

 

 


